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一
般
会
計
当
初
予
算
は
、

　
　
　
　

71
億
２
５
２
６
万
９
０
０
０
円
を
計
上

上
揚
団
地
建
替
事
業
終
了
な
ど
に
よ
り

　
　
　
　

全
体
で
は
前
年
度
比
で
10
・
３
㌫
減
額

　

本
町
の
令
和
３
年
度
当
初
予
算
が
、

町
議
会
３
月
定
例
会
で
成
立
し
ま
し
た
。

今
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、
歳
入
・

歳
出
そ
れ
ぞ
れ
71
億
２
５
２
６
万
９
０

０
０
円
と
な
り
、
前
年
度
対
比
で
10
・

３
㌫
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
面
は
、
平
成
28
年
熊
本
地
震
お

よ
び
豪
雨
災
害
に
係
る
災
害
復
旧
事
業

に
係
る
地
方
債
（
町
の
借
金
）
の
本
格

償
還
の
順
次
開
始
に
よ
る
公
債
費
が
増

加
す
る
ほ
か
新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接

種
事
業
の
実
施
に
よ
る
衛
生
費
が
増
加

す
る
も
の
の
、
上
揚
団
地
建
替
事
業
の

終
了
に
よ
る
土
木
費
の
減
少
な
ど
に
よ

り
、
歳
出
総
額
が
８
億
１
４
３
７
万
５

０
０
０
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
面
で
は
、
ふ
る
さ
と
甲
佐
応
援

寄
附
金
を
令
和
２
年
度
の
実
績
に
基
づ

き
増
額
で
見
込
み
、
町
財
政
の
主
要
な

財
源
で
あ
る
普
通
交
付
税
も
増
額
を
見

込
ん
で
い
る
も
の
の
、
自
主
財
源
で
あ

る
町
税
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影

響
な
ど
に
よ
り
減
収
す
る
見
込
み
の
た

め
、
財
源
不
足
が
生
じ
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
な
か
、
必
要
経
費
は
確

保
し
つ
つ
、
そ
れ
以
外
の
経
常
経
費
を

徹
底
し
て
削
減
。
不
足
す
る
財
源
に
つ

い
て
は
、
財
政
調
整
基
金
（
町
の
貯

金
）
を
取
り
崩
す
こ
と
で
予
算
編
成
を

行
い
ま
し
た
。

　

今
年
度
は
新
規
事
業
と
し
て
、
土
地

利
用
構
想
計
画
の
策
定
、
農
業
水
路
等

長
寿
命
化
・
防
災
減
災
事
業
や
農
村
地

域
防
災
減
災
事
業
、
有
害
鳥
獣
被
害
防

止
に
係
る
町
独
自
の
補
助
の
創
設
な
ど

を
予
定
。
ま
た
、
前
年
度
か
ら
の
拡
大

事
業
と
し
て
、
敬
老
祝
金
の
見
直
し
を

予
定
し
て
い
ま
す
。

予
算
と
事
業

令和３年度

令和３年度当初予算一覧

会計 項目 予算額

一
般
会
計

歳入 71億2526万9000円

歳出 71億2526万9000円

特
別
会
計

国民健康保険特別会計 14億8236万3000円

介護保険特別会計 15億4657万4000円

後期高齢者医療特別会計 １億6308万8000円

計 31億9202万5000円

上
水
道
事
業

収益的収入

および支出

事 業 収 益 １億6285万5000円

事 業 支 出 １億6285万5000円

資本的収入

および支出

資本的収入 2822万1000円

資本的支出 １億2625万2000円
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 【歳入項目の説明】
《自主財源》

●町税　町民の皆さんに納めてもらった町民税

や、会社の法人税など

●繰入金　積み立てておいた基金（預金）を取

り崩して受け入れたもの

●分担金および負担金　町が行う特定の事業に

よって利益を受ける人から徴収されるもの

●その他　町の施設の使用料や証明書の発行手

数料、預金利子や前年からの繰越金など

《依存財源》

●地方交付税　どの市町村でも、ある一定の住

民サービスができるように、それぞれの市町

村の実情に応じて国から交付されるもの

●国庫支出金　事業を行うための国からの負担

金や補助金

●町債　道路や小・中学校などの社会資本を整

備するための借金

●県支出金　事業を行うための県からの負担金

や補助金

●その他　国から配分される地方譲与税やゴル

フ場利用税などの各種交付金

 【歳出項目の説明】
●民生費　高齢者福祉、児童福祉、または障が

い者福祉など、町が行う福祉事業全般にかか

る経費

●公債費　町の借金である町債を返済するため

の経費

●総務費　町全体の運営に関する経費や、財産

の管理にかかる経費

●土木費　町道、河川維持や整備にかかる経費

●教育費　小・中学校の義務教育にかかる経費

や、公民館活動・保健体育活動などの社会教

育にかかる経費

●衛生費　町民の健康のための経費や、ごみ、

し尿などの処理にかかる経費

●消防費　消防組合・消防団の運営にかかる経

費や、防災にかかる経費

●農林水産業費　農林業振興のための経費や、

農道などの維持や整備にかかる経費

●商工費　商工業振興や観光対策にかかる経費

●議会費　町議会の開催や運営にかかる経費

●災害復旧費　地震などの災害の復旧のための

経費など

●予備費など

一般会計歳出総額

71億2527万円

一般会計歳入総額

71億2527万円

令和３年度予算と事業

歳
入

歳
出

町税
9億2372万円

分担金・負担金
4167万円
0.6％

その他
2億6155万円
3.7％

地方交付税
22億5000万円

繰入金
4億6627万円

その他
2億7498万円
3.8％

国庫支出金
　13億8050万円
　 　　　19.4％

町債
9億6490万円

7.9％

31.6％

13.5％

13.0％

6.5％

依存財源
76.2％

自主財源
23.8％

県支出金 
5億6166万円

公債費
10億3064万円
   14.5％

商工費
1億3150万円
   1.8％

消防費
2億9781万円
4.2％

議会費
7827万円 1.1％

農林水産業費
2億8858万円 4.1％

総務費
10億1819万円
14.3％

災害復旧費
4550万円 0.6％

教育費
7億6518万円
10.7％

予備費
2000万円 0.3％

土木費
9億3542万円
   13.1％

民生費
19億158万円
   26.7％

衛生費
6億1260万円
8.6％
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令和３年度予算と事業

令和３年度当初予算の主な事業

高齢者福祉、児童福祉、または障がい者福祉など、町が行
う福祉事業全般にかかる経費

町の借金である町債を返済するための経費

町全体の運営や、財産管理などにかかる経費

町道や河川の維持・整備や町営住宅の管理にかかる経費

小・中学校の義務教育や、公民館活動・保健体育活動など
の社会教育にかかる経費

町民の健康のための経費や、ごみなどの処理にかかる経費

消防組合・消防団の運営や、防災にかかる経費

農林業振興や、農道などの維持や整備にかかる経費

商工業振興や観光対策にかかる経費

町議会の開催や運営にかかる経費

熊本地震などの災害によるインフラ整備などの復旧経費

予備費など
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・ 

職
員
人
事
、
福
利
厚
生
、
選
挙
、
条
例
・
規
則

の
制
定
改
廃
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

文
書
の
収
発
、
情
報
公
開
、
個
人
情
報
保
護
、

行
政
区
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

予
算
編
成
、
財
政
運
営
、
町
有
財
産
管
理
、
工

事
入
札
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・
消
防
に
関
す
る
こ
と

総
務
課

行
政
係

財
務
係

庶
務
係

企
画
課

地
域
振
興
課

企
画
政
策
係

地
域
振
興
係

商
工
観
光
係

税
務
課

住
民
生
活
課

福
祉
課

農
政
課

建
設
課

環
境
衛
生
課

住
民
税
係

固
定
資
産
税
係

徴
収
係

住
民
係

保
険
係

会
計
課

福
祉
係

地
域
包
括
支
援
係

介
護
保
険
係

経
営
係

整
備
係

農
地
係

建
設
係

管
理
係

住
宅
係

環
境
衛
生
係

水
道
係

会
計
係

社
会
教
育
課

学
校
教
育
課

社
会
教
育
係

社
会
体
育
係

学
校
教
育
係

甲 佐 町 組 織 図（令和３年４月１日変更）
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・ 

企
業
誘
致
、
定
住
、
そ
の
他
地
域
振
興
に
関
す

る
こ
と

・ 

商
工
業
・
企
業
振
興
、
観
光
、
物
産
振
興
な
ど

に
関
す
る
こ
と

・ 

町
県
民
税
、
国
民
健
康
保
険
税
、
税
証
明
な
ど

に
関
す
る
こ
と

・ 

固
定
資
産
税
、
地
籍
調
査
の
情
報
管
理
な
ど
に

関
す
る
こ
と

・ 

町
税
、
国
民
健
康
保
険
税
お
よ
び
県
民
税
の
徴

収
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

戸
籍
、
住
民
基
本
台
帳
、
国
民
年
金
、
各
種
届

出
お
よ
び
証
明
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

国
民
健
康
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療
な
ど
に
関

す
る
こ
と

・ 

保
育
所
、
児
童
福
祉
、
児
童
手
当
、
子
ど
も
医

療
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

民
生
・
児
童
委
員
、
生
活
保
護
、
消
費
者
行
政
、

障
が
い
者
の
福
祉
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・
介
護
保
険
に
関
す
る
こ
と

・ 

国
民
健
康
保
険
・
介
護
保
険
な
ど
の
被
保
険
者
の

包
括
的
支
援
、
介
護
予
防
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

農
業
経
営
、
農
畜
産
物
の
生
産
振
興
、
農
業
振

興
地
域
整
備
計
画
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

農
林
業
施
設
の
整
備
・
管
理
お
よ
び
災
害
復
旧

な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

農
業
委
員
会
、
農
業
者
年
金
、
農
業
経
営
基
盤

強
化
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

町
道
・
町
管
理
河
川
、
法
定
外
の
道
路
・
水
路

の
管
理
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

公
共
土
木
施
設
の
工
事
・
災
害
復
旧
工
事
、
交

通
安
全
施
設
工
事
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

公
営
住
宅
の
整
備
・
管
理
、
民
間
住
宅
な
ど
に

関
す
る
こ
と

・ 

ご
み
・
し
尿
処
理
、
産
業
廃
棄
物
、
公
害
の
防

止
、
水
質
保
全
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

上
水
道
、
簡
易
水
道
、
水
道
給
水
施
設
な
ど
に

関
す
る
こ
と

・ 

現
金
・
有
価
証
券
・
物
品
の
出
納
お
よ
び
保
管

な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

成
人
・
青
少
年
教
育
、
公
民
館
な
ど
社
会
教
育

施
設
の
管
理
運
営
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

体
育
振
興
、
社
会
体
育
団
体
な
ど
の
育
成
お
よ

び
支
援
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

学
校
そ
の
他
教
育
機
関
の
設
置
・
管
理
お
よ
び

廃
止
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

学
校
給
食
な
ど
に
関
す
る
こ
と

消
防
係

く
ら
し
安
全
推
進
室

TEL
０
９
６
‐
２
３
４
‐
１
１
６
７

く
ら
し
安
全
推
進
係

・
防
災
・
防
犯
な
ど
に
関
す
る
こ
と

健
康
推
進
課

健
康
推
進
係

・ 

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
施
設
の
管
理
、
健
康
診
査
、

母
子
指
導
、
予
防
接
種
な
ど
に
関
す
る
こ
と

町
民
セ
ン
タ
ー

議
会
事
務
局

TEL
０
９
６
‐
２
３
４
‐
２
４
５
９

TEL
０
９
６
‐
２
３
５
‐
８
７
１
１

TEL
０
９
６
‐
２
３
４
‐
１
１
９
８

※新設した係は緑色太字で表示しています

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

TEL
０
９
６
‐
２
３
４
‐
０
１
０
２

TEL
０
９
６
‐
２
３
４
‐
０
２
５
５

教育委員会

子
ど
も
支
援
係

　町では、住民サービスの充実や業務の効率化を目的とした行政のデジタル化に対応するた
め業務分担の一部見直しを行いました。これに伴って、総務課および企画課の一部を再編し、
行革電算係を新設。今後、急速に進むと見込まれる地方行政のデジタル化への対応や更なる
行財政改革への取り組みを推進していきます。

■お問い合わせ先　町総務課 TEL  096-234-1140（内線221）

行
革
電
算
係

・
町
振
興
計
画
、
陳
情
請
願
、
公
共
交
通
、
情
報

　
発
信
な
ど
に
関
す
る
こ
と

・ 

行
財
政
改
革
、
電
算
シ
ス
テ
ム
、
行
政
の
デ
ジ

タ
ル
化
、
統
計
な
ど
に
関
す
る
こ
と
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